事業所内保育施設支援事業補助要綱

１９福保子支第５４９号平成１９年９月１３日福祉保健局長決定
２０福保子支第１３８８号平成２１年２月１６日　一部改正
２２福保子保第８０３号平成２２年７月２８日　一部改正
２３福保子保第３２号平成２３年５月６日　一部改正
２８福保子保第２５１０号平成２８年１０月２４日　一部改正

３１福保子保第１４８９号令和元年６月１４日　一部改正

１  目的

この要綱は、東京都が設置・運営を支援する事業所内保育施設の基準を定めるとともに、事業に要する経費の一部を補助することにより、事業所内保育施設における保育サービスの水準の維持向上を図り、もって企業等の次世代育成に対する取組を促進し、併せて仕事と子育ての両立支援に資することを目的とする。
２　用語の意義

この要綱における用語の意義は次に定めるところによる。
(1) 事業所内保育施設
次のいずれかに該当する保育施設で、この要綱に定める基準を満たすものをいう。

ア　事業主及び事業主団体等（以下「事業主等」という。）が、その雇用する労働者のために都内に設置する保育施設
イ　貸しビル事業主が、都内に所有するビル内で事業を実施する事業主等の雇用する労働者のために原則としてそのビル内に設置する保育施設

ウ　保育事業者が、都内に事業所を所有する事業主等が雇用する労働者のために設置する保育施設

(2) 常勤職員

設置者又は当該事業所内保育施設の運営を受託した事業者と直接期間の定めのない労働契約を締結している者（１年以上の期間の定めのある労働契約を結んでいる者を含む。）で、１日の勤務時間が６時間以上かつ１週間の勤務日数が５日以上であって、常態的に継続勤務するものをいう。

(3) 定員

設置時及び変更時に東京都知事（以下「知事」という。）に届け出た入所定員をいう。

(4) 保育士

児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第１８条の６に定める保育士となる資格を有し、同法第１８条の１８による登録を受けている者をいう。

(5) 設置者

事業所内保育施設を新たに設置する、次に掲げる要件を満たす事業主等、又はア及びエからクまでの要件を満たす貸しビル事業主及び保育事業者をいう。
ア　事業所の所在地が都内にある事業主等であること（貸しビル事業主又は保育事業者の場合は、保育施設を設置するビルの所在地が都内にあること。）。
イ　育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律（平成３年法律第７６号）第２条第１号に規定する育児休業及び同法第２３条第１項に規定する育児のための勤務時間短縮等の措置を実施すること。これらについて、原則として労働協約又は就業規則に定めること。

ウ　次世代育成支援対策推進法（平成１５年法律第１２０号）第１２条に基づく一般事業主行動計画を策定し、その旨を各都道府県労働局長に届け出ていること（常時雇用する労働者が１００人以下の事業主を除く。）。
また、東京都産業労働局で募集している「とうきょう次世代育成サポート企業」として登録していることが望ましい。
エ　「認可外保育施設に対する指導監督要綱」（昭和５７年６月１５日付５６福児母第９９０号）に定める届出をすること。

オ　東京都福祉保健局が実施する認可外保育施設設置希望者に対する事前指導（説明会）に出席すること。

カ　本事業に関し、不正又は不誠実な行為をするおそれがあると認めるに足りる相当の理由がある者でないこと。

キ　財務内容が適正であること。

ク　同一の事業所内保育施設について、他の機関からの設置費や運営費に係る助成金を受給していないこと。
また、同一の保育遊具等に関して保育遊具等購入費に係る助成金等を受給していないこと。 

　(6) 中小企業等

　　　次の労働者の数の合計が３００人以下の企業等とする。

　　　ア　期間の定めなく雇用されている労働者

　　　イ　一定の期間を定めて雇用されている者で、その雇用期間が反復更新され、事実上期間の定めなく雇用されている場合と同等と認められる労働者

　　　ウ　いわゆる日雇い労働者で、雇用契約が日々更新されて事実上期間の定めなく雇用されている場合と同等と認められる労働者
３　補助対象施設
この補助金の交付の対象となる施設は、設置者が平成１９年４月１日から平成２５年３月３１日までに設置する事業所内保育施設で、この要綱に定める基準に基づき知事が承認した施設とする。
４　補助対象経費及び補助金交付額

この補助金は、次の(1)及び(2)により算出された額を予算の範囲内において交付するものとする。ただし、算出された交付額に１,０００円未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てるものとする。

なお、運営費については開設した日の翌月（開設した日が月の初日の場合は当月）の初日から５年間（２(1)アに該当する保育施設のうち、中小企業等の事業主が設置した場合は
１０年間）を補助対象期間とし、保育遊具等購入費については運営費補助期間中１回に限り補助する。
(1) 設置費及び運営費

別表の項目ごとに定める基準額の合計額と、補助対象経費の実支出額から寄附金その他の収入額を差し引いた額とを比較して、いずれか少ない方の額に別表に定める補助率を乗じて得た額とする。

(2) 保育遊具等購入費　

別表に定める補助対象経費の実支出額に補助率を乗じて得た額と別表に定める限度額とを比較して、いずれか少ない方の額とする。

５　事業内容

事業所内保育施設で実施する事業内容は、次に掲げるとおりとする。

(1) 対象児童

次に掲げる０歳から小学校就学前までの児童（ただし、一時的な利用を含まない。）
ア  設置者が雇用する労働者（派遣されている労働者を含む。）の児童
イ　設置者と定員枠利用に関する協約等を締結し、保育施設の定員枠の一部を利用する事業主等が雇用する労働者（派遣されている労働者を含む。）の児童
ウ　上記ア又はイの労働者以外の児童（ただし、上記ア又はイの児童が各月の初日に在籍している場合に限る。）

(2) 開所時間

開所時間は８時間を原則とし、利用者の利便性を考慮して設置者が定めるものとする。

(3) 契約

利用者と設置者との間で直接契約を行う。

(4) 運営方法

設置者による直営又は第三者への委託　　

６　保育料

保育料は事業主が自由に設定できることとする。ただし、保育内容に照らし、適正な額であること。

７　建物、設備の基準 

事業所内保育施設の構造及び設備は、建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）、関係法令及び関係規程（以下「建築基準法等」という。）の定めるところに従うほか、次の各号に掲げる基準を満たすものとする。設置者は、「事業所内保育施設における室内化学物質対策実施基準」（別紙１）に基づき室内化学物質対策を必ず実施するとともに、採光、換気等入所児童の保健衛生、危険防止に十分な注意を払い、適切に施設を運営すること。
(1) 基準設備・面積等 

	　区　　分
	要　　　　　　　　　　　件

	
	

	乳児室又は　ほふく室
	０歳児及び１歳児１人当たり３．３平方メートル（内法面積）以上

	保育室又は
遊戯室
	２歳以上児１人当たり１．９８平方メートル（内法面積） 以上

	医務室
	静養できる機能を有すること。事務室等と兼用も可。

	屋外遊戯場
	２歳以上児１人当たり３．３平方メートル（児童が実際に遊戯できる面積）以上。保育所付近にある屋外遊戯場に代わるべき場所を含む。

	調理室
	乳幼児が保育室から簡単に立ち入ることがないよう、保育室と区画されていること。定員に見合う面積、設備を有すること。

	便所・その他
	便所には保育室用とは別に便所専用の手洗設備が設けられているとともに、保育室及び調理室と区画されており、かつ幼児が安全に使用できるものであること。便所の数は幼児２０人につき１以上であること。


(2) 用具等
保育室又は遊戯室には、保育に必要な遊具を備えるとともに、医務室には必要な医薬品等を常備すること。
(3) 乳児室、ほふく室、保育室、遊戯室、医務室及び安静室（以下「保育室等」という。）は、特別の理由のない場合は、１階に設けることが望ましいこと。
(4) 非常口は、火災等非常時に入所児童の避難に有効な位置に２箇所２方向設置されていること。保育室等を１階に設ける場合や屋上に屋外遊戯場を設ける場合においても、２方向の避難経路を確保すること。
(5) 保育室等を２階に設ける場合は次のア、イ及びカの要件に、保育室等を３階以上に設ける場合は次のイからクまでの要件にそれぞれ該当するものであること。
なお、保育室等を２階以上の複数階にわたり設ける場合の基準については、その保育所の構造設備の全てについて、設置する階のうち最も高い階の基準が適用されること。 

  　ア　建築基準法第２条第９号の２に規定する耐火建築物又は同条第９号の３に規定する準耐火建築物（同号ロに該当するものを除く。）であること。 

  　イ　保育室等が設けられている次の表の上欄に掲げる階に応じ、同表の中欄に掲げる区分ごとに、それぞれ同表の下欄に掲げる施設又は設備が１以上設けられていること。

	階
	区分
	施設又は設備

	２階
	常　用
	１　屋内階段
２　屋外階段

	
	避難用
	１　建築基準法施行令（昭和２５年政令第３３８号）第１２３条第１項各号又は同条第３項各号に規定する構造の屋内階段
２　待避上有効なバルコニー
３　建築基準法第２条第７号の２に規定する準耐火構造の屋外傾斜路又はこれに準ずる設備
４　屋外階段

	３階
	常　用
	１　建築基準法施行令第１２３条第１項各号又は同条第３項各号に規定する構造の屋内階段
２　屋外階段

	
	避難用
	１　建築基準法施行令第１２３条第１項各号又は同条第３項各号に規定する構造の屋内階段
２　建築基準法第２条第７号に規定する耐火構造の屋外傾斜路又はこれに準ずる設備
３　屋外階段

	４階以上
	常　用
	１　建築基準法施行令第１２３条第１項各号又は同条第３項各号に規定する構造の屋内階段
２　建築基準法施行令第１２３条第２項各号に規定する構造の屋外階

　段

	
	避難用
	  建築基準法施行令第１２３条第２項各号に規定する構造の屋外階段


ウ　イに掲げる施設及び設備が避難上有効な位置に設けられ、かつ、保育室等の各部分からその一に至る歩行距離が３０メートル以下となるように設けられていること。 

エ　事業所内保育施設の調理室（次に掲げる要件のいずれかに該当するものを除く。）以外の部分と事業所内保育施設の調理室の部分が建築基準法第２条第７号に規定する耐火構造の床若しくは壁又は建築基準法施行令第１１２条第１項に規定する特定防火設備で区画されていること。この場合において、換気、暖房又は冷房の設備の風道が、当該床若しくは壁を貫通する部分又はこれに近接する部分に防火上有効にダンパーが設けられていること｡
 (ｱ) スプリンクラー設備その他これに類するもので自動式のものが設けられていること。
 (ｲ) 調理用器具の種類に応じて有効な自動消火装置が設けられ、かつ、当該調理室の外部への延焼を防止するために必要な措置が講じられていること。
オ　事業所内保育施設の壁及び天井の室内に面する部分の仕上げを不燃材料でしていること。
カ　保育室等その他乳児若しくは幼児が出入し、又は通行する場所に、乳児若しくは幼児の転落事故を防止する設備が設けられていること。 

キ　非常警報器具又は非常警報設備及び消防機関へ火災を通報する設備が設けられていること。 

ク　事業所内保育施設のカーテン、敷物、建具等で可燃性のものについて防炎処理が施されていること。

ケ　アからクまでの要件については、厚生労働省雇用均等・児童家庭局長通知「児童福祉施設最低基準の一部改正について」（平成１４年１２月２５日付雇児発第1225008号の第２）の基準を満たしていること｡
(6) 「事業所内保育施設における室内化学物質対策実施基準」（別紙１）に基づき実施した室内化学物質の測定結果及び対策状況を知事に提出し、安全性が確認されていること。

(7) 体調不調児対応型運営（安静室を設けて看護師を置いて運営するもの）を行う場合は、次の要件に該当する安静室を設けること。

　 ア　保育室と区画され、乳幼児の静養及び隔離機能が確保される部屋であること。

　 イ　体調不調児が２人以上横臥でき、１人当たりの面積が原則として１．９８平方メートル以上であること。

　 ウ　寝具等を用意し、救急医薬品を備えていること。

８　職員

職員の配置基準等は以下によること。

(1) 保育従事職員配置基準

ア　保育従事職員の定数は、次の数とする。
なお、入所児童数が定員に満たない場合は、入所児童数に対し、以下の基準を満たすこと。
(ｱ) 年齢別保育従事職員定数

０歳児３人につき１人以上、１歳児及び２歳児６人につき１人以上、３歳児２０人につき１人以上、４歳以上児３０人につき１人以上とする。ただし、開所時間の長さに応じ、保育に必要な職員を加える。

(イ) 保育従事職員は常勤職員を原則とする。ただし、次の条件を満たす場合には、定数の一部に常勤職員以外の職員を充てることができる。

①　年齢別保育従事職員定数の６割以上は常勤職員であること。

②　開所時間には常勤職員が１人以上配置されていること。

③　常勤職員に代えて常勤職員以外の職員を充てる場合は、設置者又は運営を受託した事業者と直接労働契約を結んでいる職員とすること。

また、その場合の総勤務時間数は、常勤職員を充てる場合の総勤務時間数を超えること。

    イ　保育従事職員の配置

開所時間については、上記ア(ア)に規定する数以上の保育従事職員を配置すること。なお、開所時間には必ず２名以上の保育従事職員を配置しなければならない。

　　ウ　保育士の配置

上記ア(ｲ)①及び②の職員については、保育士であること。

また、保健師、助産師及び看護師については、保育士に準じた専門性を有する者とみなす。

　　エ　総所要保育従事職員の算定方法（端数処理）

　　　　所要保育従事職員の数は、各年齢の取扱人員を児童年齢別保育従事職員配置基準で除し、小数点１位（小数点２位以下切り捨て）まで求め、各々を合計し、小数点以下を四捨五入したものとする。

(2) 施設長

　　  次の要件を満たす者又は知事が適当と認めた者であること。

ア　保育士であり、児童福祉施設、認証保育所、区市町村が認定する保育室又はこの要綱により承認した事業所内保育施設において、１日の勤務時間が６時間以上かつ１週間の勤務日数が５日以上、同一施設における勤務年数が継続して１年以上あること。
イ　原則として、専任の常勤職員であること。ただし、定員が２０人未満の施設については、年齢別保育従事職員との兼任も可とする。

(3) 嘱託医及び調理員

嘱託医及び調理員を１人以上配置すること。ただし、厚生省児童家庭局長通知「保育所における調理業務の委託について」（平成１０年２月１８日付児発第８６号）に準じて給食業務を第三者に委託し、施設内の調理室を利用して調理させる場合は、調理員を置かないことができる。
(4) 看護師

体調不調児対応型運営は、安静室に必ず専任の看護師１人以上が配置されていること。

９　契約書の交付及び情報の開示

(1) 　設置者は、契約時に利用者に対して契約書及び別に定める重要事項説明書を交付し、その記載内容を説明しなければならない。
なお、契約書は２通作成し、双方で保管するものとする。

(2)　設置者は、運営方針、施設概要、保育内容、保育料、職員配置基準等の情報を、別に定めるところにより開示しなければならない。

10　その他の要件

(1)「認可外保育施設に対する指導監督要綱」別表１「認可外保育施設指導監督基準」に定める基準を満たす施設であること。

(2) 上記に定めのない事項については、「認可外保育施設に対する指導監督要綱」の定めるところによる。

11　事業所内保育施設設置等の手続

事業所内保育施設の設置及び廃止又は休止をしようとするときは、次に定める手続によるものとする。

(1) 設置
事業所内保育施設を設置しようとする事業主等は、「事業所内保育施設設置申請書」（第１号様式）を知事に提出すること。

(2) 廃止、休止

事業所内保育施設の開設後５年未満（２(1)アに該当する保育施設のうち、中小企業等の事業主が設置した場合は１０年間）に施設を廃止又は休止しようとする設置者は、「事業所内保育施設廃止（休止）申請書」（第２号様式）を知事に提出すること。

12　承認

知事は、１１の規定による申請があったときは、審査の上承認又は不承認を決定し、「事業所内保育施設承認通知書」（第３号様式）又は「事業所内保育施設不承認通知書」（第４号様式）を交付する。

13　意見の聴取

知事は、事業の実施に当たって必要があると認めた場合は、設置者から意見を聴取する。

14　交付申請

(1) この補助金の交付申請は、別紙第５号様式による申請書に次に掲げる書類を添付し、別に定める日までに知事に提出して行うものとする。
ア　事業所内保育施設支援事業補助金所要額計算書（別紙第５号様式の２）
イ　事業所内保育施設支援事業補助金所要額内訳書（別紙第５号様式の３）
ウ　当該事業に関する歳入歳出予算書（又は見込書）抄本
エ　その他知事が定める書類

(2) 申請の内容を変更する場合の交付申請は、別紙第６号様式による申請書に次に掲げる書類を添付し、別に定める期日までに知事に提出して行うものとする。

ア　事業所内保育施設支援事業補助金所要額計算書（別紙第６号様式の２）

イ　事業所内保育施設支援事業補助金所要額内訳書（別紙第６号様式の３）

ウ　当該事業に関する歳入歳出予算書（又は見込書）抄本
エ　その他知事が定める書類

15　交付決定及び通知

知事は、１４の規定による補助金の交付申請があったときは、交付申請書及び関係書類を審査した上、交付の可否を決定し、速やかに設置者に通知する。
16　補助条件等

この補助金は別記の条件を付して交付するものとする。

17　提出書類

この要綱に定める提出書類は、正本１部を提出するものとする。

18　準用

この補助金の交付に当たっては、この要綱に定めるもののほか、東京都補助金等交付規則（昭和３７年東京都規則第１４１号）によるものとする。
附　則

　この要綱は、平成１９年４月１日から適用する。

附　則（２０福保子支第１３８８号）
　この要綱は、平成２１年４月１日から適用する。

　ただし、４(2)の規定については、適用日以前に４(2)に規定する補助金を交付した施設については、限度額から既交付済額を差し引いた額を上限に交付するものとする。
　　　附　則（２２福保子保第８０３号）

１　この要綱は、平成２２年４月１日から適用する。

２　改正後の要綱４の規定による補助対象期間は、改正前の要綱の規定によって承認を受けた施設にも適用し、改正前の要綱の規定により承認を受けた事業開始年月日から起算する。

３　改正後の要綱別表の規定による設置費及び運営費の補助率は、改正前の要綱の規定によって承認を受けた施設にも適用し、平成２２年度の補助金交付から適用する。
　　　附　則（２３福保子保第３２号）

１　この要綱は、平成２３年４月１日から適用する。

２　改正後の要綱２(5)ウの規定による設置者の要件は、改正前の要綱の規定によって承認を受けた施設の設置者にも適用し、設置者は速やかに、事業所内保育施設支援事業実施細目（平成１９年９月１３日付１９福保子支第５０７号）８(1)エに規定する書類を提出するものとする。
　　　附　則（２８福保子保第２５１０号）

この要綱は、平成２８年１０月２４日から適用する。
　　　附　則（３１福保子保第１４８９号）

この要綱は、令和元年６月１４日から適用する。。

別記　　　　　　　　　　　補　助　条　件

１　事情の変更による決定の取消し等
　　　この補助金の交付の決定後の事情の変更により特別の必要が生じたときは、知事はこの決定の全部若しくは一部を取り消し、又はこの決定の内容若しくはこれに付した条件を変更することがある。ただし、補助事業のうち既に経過した期間に係る部分については、この限りでない。

２　承認事項
　　　次のいずれかに該当するときは、設置者は、あらかじめ知事の承認を受けなければならない。ただし、(1)及び(2)に掲げる事項のうち軽微なものについては、この限りでない。
(1)　補助事業に要する経費の配分を変更しようとするとき。
(2)　補助事業の内容を変更しようとするとき。
(3)　補助事業を中止し、又は廃止しようとするとき。
３　財産処分の制限

(1)  設置者は、補助事業により取得し、又は効用の増加した不動産及び従物並びに価格が単価５０万円以上の機械及び用具については、「補助事業等により取得し、又は効用の増加した財産の処分制限期間」（平成１３年７月１２日厚生労働省告示第２３９号）に定める期間を経過するまで知事の承認を受けないでこの補助金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、又は担保に供してはならない。

(2)　設置者は、賃借している建物について、この補助金により取得したもの又は効用が増加した部分につき、造作買取請求権その他の権利が生じたときは、その処理につき知事の承認を受けるものとする。

４　財産処分に伴う収入の納付

　　３の規定による知事の承認を受けて財産を処分することにより収入があった場合には、その収入の全部又は一部を都に納付させることがある。

５　財産の管理義務

　　設置者は、補助事業により取得し、又は効用の増加した財産については、事業完了後においても善良な管理者の注意をもって管理するとともに、その効率的な運用を図らなければならない。

６　設置費の返還

　　設置者は、この補助金の交付を受けた事業所内保育施設について、開設後５年未満に事業を廃止した場合は、４の定めにかかわらず補助金の交付額に下表に掲げる率を乗じた額を返還すること。ただし、この返還額と４の規定による納付額の合計額は、補助金交付額を上回らないこととする。
	１年未満
	１年以上

２年未満
	２年以上

３年未満
	３年以上

４年未満
	４年以上

５年未満

	５０％
	４０％
	３０％
	２０％
	１０％


７　事故報告等

　　設置者は、補助事業が予定の期間内に完了しない場合又は補助事業そのものの遂行が困難となった場合は、その理由及び遂行の見通し等を書面により知事に報告し、その指示を受けなければならない。
８　状況報告

　　　知事は、補助事業の円滑適正な遂行を図るため、その遂行の状況に関し設置者に対し報告を求めることができる。

９　補助事業の遂行命令

　　　知事は、７及び８による報告、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２２１条第２項の規定による調査等により、補助事業が補助金の交付の決定の内容又はこれに付した条件に従って遂行されていないと認めるときは、設置者に対しこれらに従って補助事業を遂行すべきことを命ずることがある。
　　　この命令に違反したときは、知事は、設置者に対し補助事業の一時停止を命ずることができる。

１０　事業実績報告

　　　この要綱に定める補助事業を実施した設置者は、事業が完了したとき又は補助事業の廃止の承認を受けたときは、指定する期日までに、別紙第７号様式に次に掲げる書類を添付し、補助事業の実績を知事に報告しなければならない。

(1)　事業所内保育施設支援事業補助金精算額計算書（別紙第７号様式の２）

(2)　事業所内保育施設支援事業補助金精算額内訳書（別紙第７号様式の３）

(3)　当該事業に関する歳入歳出決算書（又は見込書）抄本
(4)　その他知事が定める書類

１１　補助金の額の確定

　　　知事は、前項の実績報告の審査及び必要に応じて行う現地調査等により、補助事業の成果が補助金の交付の決定の内容及びこれに付した条件に適合していると認めたときは、交付すべき補助金の額を確定し、設置者に通知する。
１２　是正のための措置

　 (1)　知事は、１１による調査の結果、補助事業の成果が補助金の交付の決定内容及びこれに付した条件に適合しないと認めるときは、設置者に対し、補助事業につき、これに適合させるための措置をとるべきことを命ずることがある。
(2)　１０による実績報告は、前項の命令により必要な措置をした場合においてもこれを行わなければならない。

１３　精算

　 (1)　この補助金については、事業終了後速やかに別紙第８号様式により精算を行うものとする。
　 (2)　補助事業者は、交付対象事業完了後に、消費税及び地方消費税の申告によりこの補助金に係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額が確定した場合には、別紙第９号様式により速やかに東京都知事に報告しなければならない。
なお、東京都知事に報告があった場合には、当該消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額の全部又は一部を返還させることがある。

１４　決定の取消し

(1)　次のいずれかに該当したときは、知事は、補助金の交付の決定の全部又は一部を取り消すことがある。

　　  ア　偽りその他不正の手段により、補助金の交付を受けたとき。

　　　イ　補助金を他の目的に使用したとき。

　　  ウ　補助金の交付の内容又はこれに付した条件その他法令に基づく命令に違反したとき。

　 (2)　(1)の規定は、１１により交付すべき補助金の額を確定した後においても適用する。
１５　補助金の返還

　 (1)　知事は、１又は１４により補助金の交付の決定の全部又は一部を取り消した場合において、補助事業の当該取消しに係る部分に関し、既に補助金が交付されているときは、期限を定めて、設置者に対しその返還を命ずるものとする。

　 (2)　１１により交付すべき補助金の額を確定した場合において、既にその額を超える補助金が交付されているときもまた同様とする。
１６　違約加算金

　　　設置者は、１４により補助金の交付の決定の全部又は一部を取り消されその返還を命ぜられたときは、その命令に係る補助金の受領の日（補助金が２回以上に分けて交付されている場合においては、返還を命ぜられた額に相当する補助金は最後の受領の日に受領したものとし、当該返還を命ぜられた額に達するまで順次さかのぼりそれぞれの受領の日において受領したものとする。）から納付の日までの日数に応じ、当該補助金の額（その一部を納付した場合におけるその後の期間においては、既納付額を控除した額）につき、年１０.９５％の割合で計算した違約加算金（１００円未満の場合を除く。）を納付しなければならない。

１７　延滞金
　　　設置者は、補助金の返還を命ぜられた場合において、これを納期日までに納付しなかったときは、納期日の翌日から納付の日までの日数に応じ、その未納付額につき年１０．９５％の割合で計算した延滞金（１００円未満の場合を除く。）を納付しなければならない。
１８　他の補助金等の一時停止等

　　　設置者が補助金の返還を命ぜられたにもかかわらず、当該補助金、違約加算金又は延滞金の全部若しくは一部を納付しない場合において、ほかに同種の事務又は事業について交付すべき補助金等があるときは、知事は、相当の限度においてその交付を一時停止し、又は当該補助金と未納付額を相殺するものとする。

１９　書類の整備保管

　　　設置者は、補助金と補助事業に係る予算及び決算の関係を明らかにした書類を整備し、これを当該事業完了後５年間（設置費の証拠書類については、１０年間）保管しておかなければならない。
